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「令和 2 年分 給与所得者の基礎控除申告書 

 兼 給与所得者の配偶者控除等申告書 兼 所得金額調整控除申告書」（マル基配所）記入の手引き 

※ 令和 2年の年末調整から登場した新しい様式です。従前の「給与所得者の配偶者控除等申告書」に、新たに「基礎控除申告書」と「所得金額

調整控除申告書」が加わった構成になります。「給与所得者の基礎控除申告書」（下図赤色の部分）は、年末調整対象者のほぼ全員が記入する

こととなります。青色と黄色の部分は、その控除を適用される方のみご記入ください。 

※ 令和 2 年における情報をご記入ください。 

  

ほぼ全員記入 

p.2～ 

配偶者控除又は配偶者特別控除

を受けようとする場合に記入 

（左の赤色部分の後で記入）p.6～ 

所得金額調整控除を受けようとする場合に記入 p.9～ 

この欄は、給与所得者の

ほとんどが提出の対象と

なります 

（本年中の合計所得金額

の見積額が 2,500万円以

下の方が対象） 

従前の「配偶者控除

等申告書」に該当す

る部分です 

 

配偶者がいて、次の

両方を満たすときに

記入します 

① あなたの 

合計所得金額の

見積額が 

1,000万円以下 

② 配偶者の 

合計所得金額の

見積額が 

133万円以下 

次の両方を満たすときに

記入します 

① 年末調整の対象とな

る給与の収入金額が

850万円超 

② 本人もしくは扶養親

族等が特別障害者、

又は扶養親族が 23

歳未満 
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最初に、あなたについて、   欄に記入します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、   欄「給与所得者の基礎控除申告書」を記入します。 

 

あなたの所得について記入し、基礎控除の額を決定します。 

配偶者控除、配偶者特別控除を適用する方は、その計算で必要となる「区分Ⅰ」

の記入も行います。（適用しない方は「区分Ⅰ」の記入は不要です。） 

 
あなたの令和 2 年中の合計所得金額※の見積額が 2,500 万円以下ならば、基礎控除の対象と

なります。この控除を受けるために、こちらの欄に記入します。（年末調整の対象は年収 2,000

万円以下の方ですので、年末調整対象者のほぼ全員が記入することになります。） 

 

※ 合計所得金額とは、給与所得とそれ以外の所得の合計額です。この欄を手順どおりに記入して

いくと、令和 2年分の合計所得金額の見積額が算出できます。 

  

X 

A 

X 

A 

次のページから、 

書き方を詳しく解説します 
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   欄「給与所得者の基礎控除申告書」の記入方法 

STEP1 令和 2 年分のあなたの「給与所得」を計算します 

 
給与所得とは、給料、賞与、俸給、賃金のことです。パートタイマーやアルバイトとして

支払を受けるものも含まれます。 

 

① まず、直近の給与明細書等を参考に、あなたの本年中の収入金額を見積もって「収入金額

等」欄に記入します。複数先から給与を受け取っている場合は、原則、合算します。 

 

② 次に、そのすぐ右の枠「所得金額」に記入する金額を計算します。 

給与所得の「所得金額」は、給与等の収入金額から給与所得控除額を控除した残額です。

ここで記入する金額は、下表により求めた金額となります。 

 

所得金額調整控除の適用がある場合※1は、適用後の所得金額になります。 

  

給与の収入金額(A) 給与所得の「所得金額」欄に記入する金額 

1 円以上 550,999 円以下 0 円 

551,000 円以上 1,618,999 円以下 (A)－550,000 円 

1,619,000 円以上 1,619,999 円以下 1,069,000 円 

1,620,000 円以上 1,621,999 円以下 1,070,000 円 

1,622,000 円以上 1,623,999 円以下 1,072,000 円 

1,624,000 円以上 1,627,999 円以下 1,074,000 円 

1,628,000 円以上 1,799,999 円以下 （(A)÷4（千円未満切捨））×2.4＋100,000 円 

1,800,000 円以上 3,599,999 円以下 （(A)÷4（千円未満切捨））×2.8－80,000 円 

3,600,000 円以上 6,599,999 円以下 （(A)÷4（千円未満切捨））×3.2－440,000 円 

6,600,000 円以上 8,499,999 円以下 (A)×0.9－1,100,000 円 

8,500,000 円以上  (A)－1,950,000 円 

A 

※1所得金額調整控除の適用がある場合の計算方法 

1. 給与の収入金額が 850万円超、かつ、本人もしくは扶養親族

等が特別障害者、又は扶養親族が 23 歳未満である場合は、

次の金額を、その年分の給与所得の額から控除します。 

（給与の収入金額※2－850 万円）×10％ 

※2 1,000万円を超える場合は、1,000万円 

2. 本年中の給与所得控除後の給与等の金額と、公的年金等に係

る雑所得の金額があり、その合計額が 10 万円を超える場合

は、次の金額をその年分の給与所得の額から控除します。 

給与所得控除後の給与等の金額※3＋公的年金等に係る雑所得

の金額※3－10万円 

※3 10万円を超える場合は、10万円 
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STEP2 令和 2 年分のあなたの「給与所得以外の所得」を計算します 

 
事業所得や雑所得、配当所得、不動産所得、退職所得※等、給与所得以外の所得がある場合は、

この欄にその金額を記入してください。 

 

源泉分離課税により源泉徴収だけで納税が完結するものや、確定申告しないことを選択した一

定の所得は、ここには含めません。 

 

「公的年金等」は雑所得として、「給与所得以外の所得の合計額」に含めて計算します。 

このとき、「収入金額から公的年金等控除額を控除した残額」を、公的年金等に係る所得として

計算に含めます。公的年金等控除額は次のとおりです。 

 

65 歳以上の方の公的年金等控除額 

 

 

65 歳未満の方の公的年金等控除額 

公的年金等の収入金額(A) 
公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額 

1,000 万円以下 1,000 万円超 2,000 万円以下 2,000 万円超 
 

130 万円以下 60 万円 50 万円 40 万円 

130 万円超 410 万円以下 (A)×25％＋27万 5,000 円 (A)×25％＋17万 5,000 円 (A)×25％＋7万 5,000 円 

410 万円超 770 万円以下 (A)×15％＋68万 5,000 円 (A)×15％＋58万 5,000 円 (A)×15％＋48万 5,000 円 

770 万円超 1,000 万円以下 (A)×5％＋145万 5,000 円 (A)×5％＋135万 5,000 円 (A)×5％＋125万 5,000 円 

1,000 万円超 

 

195 万 5,000 円 185 万 5,000 円 175 万 5,000 円 

  

公的年金等の収入金額(A) 
公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額 

1,000 万円以下 1,000 万円超 2,000 万円以下 2,000 万円超 
 

330 万円以下 110 万円 100 万円 90 万円 

330 万円超 410 万円以下 (A)×25％＋27万 5,000 円 (A)×25％＋17万 5,000 円 (A)×25％＋7万 5,000 円 

410 万円超 770 万円以下 (A)×15％＋68万 5,000 円 (A)×15％＋58万 5,000 円 (A)×15％＋48万 5,000 円 

770 万円超 1,000 万円以下 (A)×5％＋145万 5,000 円 (A)×5％＋135万 5,000 円 (A)×5％＋125万 5,000 円 

1,000 万円超 

 

195 万 5,000 円 185 万 5,000 円 175 万 5,000 円 

※退職所得の金額 

収入金額から次の退職所得控除額を

控除した残額の 2 分の 1（特定役員退

職手当等の場合は、収入金額から退職

所得控除額を控除した残額）です。社

会保険制度等に基づく一時金等で、退

職所得となるものもあります。 

1. 勤続年数 20年以下の場合 

40 万円×勤続年数 

↑80万円に満たない場合は 80万円 

2.  勤続年数 20年超 

800 万円＋70 万円×（勤続年数

－20年） 

障害者になったため退職した場合は

上記控除額に 100万円を加算します。 
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STEP3 あなたの合計所得金額の見積額を出し、基礎控除額を判定します 

 

① 所得金額欄を合計して、すぐ下の太枠の欄に記入します（図の赤部分）。 

② 矢印先にある判定表では、①で記入した金額に見合った選択肢に、✔を入れます（図の青部分）。 

③ ✔を付した段の右側に記入されている控除額（48万円、32万円、16万円のいずれか）を、右下の太枠「基礎控除の額」の欄に記入します（図

の黄部分）。この金額が、あなたの本年の基礎控除額となります。 

 

配偶者控除・配偶者特別控除の適用を受けない方は、この欄の記入は終了です。 

 ⇒ 所得金額調整控除を受ける方は、p.9にお進みください。 

 

④ 配偶者控除又は配偶者特別控除の適用を受ける方は、 

二重線枠の欄「区分Ⅰ」に、左表で✔を付した段の括弧書きのアルファベット（A、B、Cのいずれか）を記入してください。（図の緑部分） 

 

  

この 2 つの金額を合計して、 

下に記入します 

① 

①の金額に見合う□に 

✔を入れます 

② 

左の表から、控除額を転記します。 

ここに記入する金額は、48 万円、32 万円、16 万円

のいずれかになります。 

③ 

左の表から、区分を転記します。 

ここに記入するのは、A、B、C のいずれかになります。 

④ 

所得金額調整控除の適用も受けない

方は、ここで全て記入完了となります 

このままご提出ください 
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配偶者控除、配偶者特別控除の適用を受ける方は、 

   欄「給与所得者の配偶者控除等申告書」を記入します。 

 

配偶者について記入し、あなたの所得と配偶者の所得をもとに、配偶者控除等の

額を決定します。 

 
次の場合は、配偶者控除及び配偶者特別控除の適用を受けることができません。 

・ あなたのその年分の合計所得金額の見積額が 1,000万円を超える場合 

（先ほど記入した「給与所得者の基礎申告書」でご確認ください） 

・ 配偶者の合計所得の見積額が 133万円（給与所得だけの場合は、給与の収入金額が 2,015,999円）を超える場合 

 

STEP1 配偶者について記入します 

A 

B 

B 

配偶者の個人番号を記入します 

番号の確認はご自身で行ってください 

一定要件の下、個人番号の記入を要しない場合があります 

配偶者が海外に住んでいる場合（日本の非居住者の

場合）は、ここに〇を付け、親族関係書類（パスポ

ートの写し・戸籍の附票の写し等）を添付してくだ

さい 

（扶養控除等申告書提出時に添付済の場合は不要） 

「非居住者である配偶者」に

○を付したときは、 

ここに送金額を記入し、 

送金関係書類を添付します 
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STEP2 令和 2 年分の配偶者の「給与所得」と「給与所得以外の所得」を計算します 

 
 

計算方法は、先ほど「給与所得者の基礎控除申告書」にて計算したご自身の所得の計算と同じです。 

この手引きの p.3「STEP1」と p.4「STEP2」を参考に、配偶者の所得を計算し、金額を記入します。 

 

 

 

 

 

STEP3 配偶者の合計所得金額の見積額を出し、区分Ⅱを判定します 

 

1. 所得金額欄を合計して、すぐ下の太枠の欄に記入します（図の赤部分）。 

2. 矢印先の判定表で、1.で記入した金額に見合う選択肢に、✔を入れます（図の青部分）。 

3. ✔を付した段の右側に記入されている丸数字（①～④）を、すぐ下の二重線枠「区分Ⅱ」の欄に記入します（図の緑部分）。 

上の 2 つの金額を合計して、 

下に記入します 
① 

①の金額が該当する□に 

✔を入れます 

② 

表から、区分を転記します 

ここに記入するのは、①～④のいずれかになります 

③ 
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STEP4 「配偶者控除」もしくは「配偶者特別控除」の金額を求めます 

 

先ほど「給与所得者の基礎控除申告書」で判定した「区分Ⅰ」（図の橙部分）と、ここで判定した「区分Ⅱ」（図の青部分）を、矢印先の「〇控除

額の計算」の表に当てはめ、配偶者控除の額もしくは配偶者特別控除の額を求めます。 

 

（下の事例では、区分Ⅰが A、区分Ⅱが③ですので、「配偶者特別控除 38万円」が適用されます。） 

 

求めた控除額を右欄に転記して完了です（図の赤部分）。「配偶者控除の額」もしくは

「配偶者特別控除の額」のいずれか一方を記入することになります。 

 
⇒ 所得金額調整控除を受ける方は、このまま p.9にお進みください。 

  

所得金額調整控除の適用を受

けない方は、ここで記入完了です 

このままご提出ください 

この場合 

区分Ⅱは③ 

金額を記入するのは、「配偶者控除の額」もしくは

「配偶者特別控除の額」のいずれか一方のみです 

この場合、 

区分Ⅰは A 
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所得金額調整控除の適用を受ける方は、 

   欄「所得金額調整控除申告書」を記入します。 

 

所得金額調整控除の額は給与の支払者が計算します。 

ここでは、控除を受けるための必要事項について記入します。 

 
年末調整の対象となる給与の収入金額が 850万円超で、かつ、次のいずれか

を満たす場合に、所得金額調整控除の適用を受けることができます。 

 

・ あなた自身が特別障害者である 

・ 同一生計配偶者※1が特別障害者である 

・ 扶養親族※2が特別障害者である 

・ 扶養親族※2が 23歳未満である 

 
※1あなたと生計を一にする配偶者で、本年中の合計所得金額の見積額が 48 万円以下（給与所得だけの場合は、給与の収入金額が 103 万円以下）

の方です。この場合、「給与所得者の配偶者控除等申告書」の「区分Ⅱ」の判定が①もしくは②となります（この手引きの p.7をご参照くださ

い）。なお、青色事業専従者として給与の支払いを受ける人、及び、白色事業専従者を除きます。 

 
※2あなたと生計を一にする親族で、本年中の合計所得金額の見積額が 48万円以下（給与所得だけの場合は、給与の収入金額が 103万円以下）の

方です。なお、配偶者、青色事業専従者として給与の支払いを受ける人、及び、白色事業専従者を除きます。 

 

  

C 

C 

次のページにて、 

書き方を詳しく解説します 
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   欄「所得金額調整控除申告書」の記入方法 

 

 

 

 

 

C 

該当する項目に✔を付します 

複数該当する場合でも、 

いずれか一つに✔してください 

 

① 

② 

③ 
①で 3 項目のいずれかを選択した場合 

障害者手帳等の種類と交付年月日、障害の程度

等を記入します 

「扶養控除等申告書」に記入した特別障害者と

同一の場合は、「扶養控除等申告書のとおり」

と記入します 

その親族の個人番号を記入します 

番号の確認はご自身で行ってください 

一定要件の下、個人番号の記入を要しない場合があります 

①で 3 項目のいずれかを選択した場合 

その親族について、ここに記入します 

以上で、全て記入完了です 

このままご提出ください 


